
中小規模事業検討結果一覧（4）
廃止予定施設のうち、「その他」は、次のとおりです

その他
事務経費の削減・事業手法の見直しなど特定の市民・関係団体等への直接の影響がでないもの、
箇所付けされていない事業など影響のでる市民・関係団体等が現時点で不明確なもの

No 施設名 閉鎖時期 担当課 関連課 5ヵ年削減額

13 山の家 平成17年4月 人事秘書課 総務課 17,700

14 国際交流センター 平成17年4月
文化と人権の
課

産業文化セン
ター

770

15
在宅老人デイサービスセンター（地域
老人福祉施設）

合併時 福祉課 0

16
在宅介護支援センター（地域老人福祉
施設）

合併時 福祉課 0

17 心身障害者小規模授産所 平成18年4月 福祉課 65,970

山の家は、職員福利厚生施設

心身障害者小規模授産所については、民間譲渡

単位は、千円

地域老人福祉施設の「在宅老人デイサービスセンター」及び「在宅介護支援センター」については、条例上
の整理であり、事業は継続します。

施設の廃止とは、機能（供用）の廃止です。建物等については、必ずしも取り壊すとは限らず、引続き利用
可能な建物等については、転用などの活用策を検討していくこととしています。
表中「5ヵ年削減額」は、当該予算細目における平成16年度当初予算を基礎とした5年間の合計縮減計画
（一般財源）額です。


